
 

 

 

 

本ニューズレターは法的助言を目的とするものではなく、個別の案件については当該案件の個別の状況に応じ、日本法または現地法弁護士の適切な助

言を求めて頂く必要があります。また、本稿に記載の見解は執筆担当者の個人的見解であり、当事務所または当事務所のクライアントの見解ではありま

せん。 

本ニューズレターに関する一般的なお問合わせは、下記までご連絡ください。 
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最近の危機管理・コンプライアンスに係るトピックについて 
執筆者：木目田 裕、髙林 勇斗、西田 朝輝、松本 佳子 

 

 危機管理又はコンプライアンスの観点から、重要と思われるトピックを以下のとおり取りまとめましたので、ご参照ください。 

 なお、個別の案件につきましては、当事務所が関与しているものもありますため、一切掲載を控えさせていただいております。 

 

【2021 年 3 月 22 日】 

金融庁、｢記述情報の開示の好事例集 2020｣の追加・公表 

https://www.fsa.go.jp/news/r2/singi/20210322-3.html 

 

 金融庁は、2020 年 11 月に公表した｢記述情報の開示の好事例集 2020｣(2021 年 2 月更新)1について、新たに、｢重要な会計上

の見積り｣、｢監査の状況｣、｢役員の報酬等｣の開示の好事例を追加しました。 

 

【2021 年 3 月 24 日】 

個人情報保護委員会、個人情報保護法施行令、個人情報保護委員会事務局組織令及び個人情報保護法施行規則を改正 

https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCM1040&id=240000067&Mode=1 

 

  改正内容のうち、危機管理の観点から重要と思われるものは以下のとおりです。 

 

                                                   
1  2020 年 11 月に公表された｢記述情報の開示の好事例集 2020｣については、本ニューズレター2020 年 11 月 30 日号(｢金融庁、『記述情報の開示

の好事例集 2020』(新型コロナウイルス感染症、ESG に関する開示)を公表｣)をご参照ください。また、2021 年 2 月に更新された｢記述情報の開示

の好事例集 2020｣については、本ニューズレター2021 年 3 月 31 日号(｢金融庁、『記述情報の開示の好事例集 2020』の追加・公表｣)をご参照くだ

さい。 
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【漏えい等報告について(改正個人情報保護法施行規則 6 条の 2 ないし 6 条の 5)】 

・ 個人情報取扱事業者が漏えい等報告義務を負う類型を、以下のとおり特定 2。 

① 要配慮個人情報が含まれる個人データの漏えい等が発生し、又はそのおそれがある場合 

② 不正に利用されることにより財産的損害が生じるおそれがある個人データの漏えい等が発生し、又はそのおそれがあ

る場合 

③ 不正の目的をもって行われたおそれがある個人データの漏えい等(不正アクセス等)が発生し、又はそのおそれがある

場合 

④ 個人データの漏えい等に係る本人が 1000 人を超える漏えい等が発生し、又はそのおそれがある場合 

・ 漏えい等報告義務を負う個人情報取扱事業者は、上記①ないし④の事態を把握後、個人情報委員会に対する速報を行うと

共に、30 日以内(上記③の場合には 60 日以内)に、調査結果等を踏まえた確報を行う。 

 

【個人データの越境移転について(改正個人情報保護法施行規則 11 条の 3 及び 11 条の 4)】 

・ 越境移転に関する本人の同意を取得するに当たって、以下の情報を本人に提供する 3。 

① 移転先の所在国 

② ①の国の個人情報保護制度 

③ 移転先が講ずる個人情報保護のための措置 

・ 移転元は、移転先による個人データの適正な取扱いの継続的な確保のため、以下の措置を講じる 4。 

① 移転先における個人データの取扱状況及びそれに影響を及ぼし得る移転先の所在国の制度の有無の定期的な確認 

② 移転先による個人情報保護のための措置の実施に支障が生じた場合には、必要かつ適切な措置を講じると共に、移

転先による措置の継続が困難となった場合には、個人データの提供を停止すること 

 

【2021 年 3 月 25 日】 

厚労省、｢テレワークの適切な導入及び実施の推進のためのガイドライン｣を公表 

https://www.mhlw.go.jp/stf/teleworkgl.html 

 

 厚生労働省は、2018 年 2 月に策定していた｢情報通信技術を利用した事業場外勤務の適切な導入及び実施のためのガイドラ

イン｣を｢テレワークの適切な導入及び実施の推進のためのガイドライン｣に改定し、公表しました。 

 本ガイドラインでは、テレワークを行う際の留意点として、人事評価上の留意点、費用負担の取扱い、労働基準関係法令の適用

関係、労働時間管理の手法、労働者の安全衛生確保等について広範に紹介しています。 

 

                                                   
2  改正個人情報保護法(2022 年 4 月 1 日施行)22 条の 2 第 1 項は｢個人情報取扱事業者は、その取り扱う個人データの漏えい、滅失、毀損その他

の個人データの安全の確保に係る事態であって個人の権利利益を害するおそれが大きいものとして個人情報保護委員会規則で定めるものが生じ

たときは、個人情報保護委員会規則で定めるところにより、当該事態が生じた旨を個人情報保護委員会に報告しなければならない。ただし、当該

個人情報取扱事業者が、他の個人情報取扱事業者から当該個人データの取扱いの全部又は一部の委託を受けた場合であって、個人情報保護

委員会規則で定めるところにより、当該事態が生じた旨を当該他の個人情報取扱事業者に通知したときは、この限りでない。｣と定めています。 

また、同 2 項は｢前項に規定する場合には、個人情報取扱事業者(同項ただし書の規定による通知をした者を除く。)は、本人に対し、個人情報保護

委員会規則で定めるところにより、当該事態が生じた旨を通知しなければならない。ただし、本人への通知が困難な場合であって、本人の権利利

益を保護するため必要なこれに代わるべき措置をとるときは、この限りでない。｣と定めています。 

3  改正個人情報保護法 24 条 2項は｢取扱事業者は、前項の規定により本人の同意を得ようとする場合には、個人情報保護委員会規則で定めるとこ

ろにより、あらかじめ、当該外国における個人情報の保護に関する制度、当該第三者が講ずる個人情報の保護のための措置その他当該本人に

参考となるべき情報を当該本人に提供しなければならない。｣と定めています 

4  改正個人情報保護法 24 条 3 項は｢個人情報取扱事業者は、個人データを外国にある第三者(第一項に規定する体制を整備している者に限る。)に

提供した場合には、個人情報保護委員会規則で定めるところにより、当該第三者による相当措置の継続的な実施を確保するために必要な措置を

講ずるとともに、本人の求めに応じて当該必要な措置に関する情報を当該本人に提供しなければならない。｣と定めています。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/teleworkgl.html
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【2021 年 3 月 26 日】 

金融庁、｢マネロン・テロ資金供与対策ガイドラインに関するよくあるご質問(FAQ)｣を公表 

https://www.fsa.go.jp/news/r2/2021_amlcft_faq/2021_amlcft_faq.html 

 

 金融庁は、｢マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策に関するガイドライン｣5について、同ガイドラインの項目ごとに、よくあ

る質問を取りまとめ、公表しました。 

 

【2021 年 3 月 29 日】 

経産省、｢外国公務員贈賄防止に関する研究会報告書(案)｣、｢外国公務員贈賄防止指針(改訂案)｣、及び｢外国公務員贈賄防止

指針のてびき(案)｣を公表 

https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=595221018&Mode=0 

 

 経産省は、2019 年に実施された OECD の相互審査における勧告等を踏まえ、｢外国公務員贈賄防止に関する研究会報告書

(案)｣、｢外国公務員贈賄防止指針(改訂案)｣、及び｢外国公務員贈賄防止指針のてびき(案)｣を取りまとめ、公表しました。｢外国公

務員贈賄防止に関する研究会報告書(案)｣及び｢外国公務員贈賄防止指針(改訂案)｣の概要は下記のとおりです。 

 

【｢外国公務員贈賄防止に関する研究会報告書(案)｣】 

(1) 財産的制裁を引き上げるべきか 

・ 自然人の法定刑に関しては、自国公務員に対する贈賄罪と比して現状の法定刑でも十分であること等から、直ちに法定刑

の引き上げを行うことについては否定的な意見が大半であった。 

・ 法人の法定刑に関しては、中小企業者にとっては現行の法定刑の上限額でも十分な抑止力となっていること、入札資格の

はく奪、レピュテーションリスクのインパクト等、実際の罰金額以外の要素も踏まえ、慎重に検討すべきとの意見が得られ

た。 

(2) 公訴時効期間を延長する又は一定期間停止する手段を導入すべきか 

・ 公訴時効期間を延長することを目的とする懲役刑の上限の引き上げは適切でないとの意見が大半であった。 

・ 両罰規定を有するその他の法令に多大な影響があるため、不正競争防止法のみを検討対象とし、懲役刑の上限を引き上

げることは困難との意見が得られた。 

(3) 外国人従業員の管轄権を見直すべきか 

・ 日本人や日本国内の者が関与しない事案は想定し難いところ、それらの者と共謀関係がない従業員にまで無条件に管轄

権を拡大することの必要性は認められないとの意見が大半であった。 

・ 直ちに、外国公務員贈賄罪に、保護主義・世界主義の考え方を適用し、外国人従業員にまで適用を拡充することは適切で

ないとの意見が大半であった。 

 

【｢外国公務員贈賄防止指針(改訂案)｣】 

・ 不正競争防止法 18 条 1 項 6の｢不正の利益｣の考え方において、｢自己に有利な形｣だけではなく、｢その他の自然人又は法

人の｣利益を得るために支払われる賄賂も含まれることを明確化した。 

・ スモール・ファシリテーション・ペイメント 7については、たとえ少額であっても、｢営業上の不正の利益を得る｣目的を有する場

合には不正競争防止法違反になることを明記した。 

・ エージェント等を起用する際や、M&A を行う際に、贈賄 DD を行うことを留意点として明記し、DD の際の着眼点(ビジネスス

キームそのものの贈賄リスク、社内規程の整備状況、過去の内部通報又は監査の実績、政府期間等との関係における不

自然な支出の有無等)を明記した。 

                                                   
5  同ガイドラインは、直近では 2021 年 2 月 19 日に改訂が行われています。同改訂の内容については、本ニューズレター2021 年 3 月 31 日号(｢金融

庁、『マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策に関するガイドライン』の改正案に関するパブリックコメントの結果を公表｣)をご参照ください。 

6  不正競争防止法 18 条 1 項は、｢何人も、外国公務員等に対し、国際的な商取引に関して営業上の不正の利益を得るために、その外国公務員等

に、その職務に関する行為をさせ若しくはさせないこと、又はその地位を利用して他の外国公務員等にその職務に関する行為をさせ若しくはさせな

いようにあっせんをさせることを目的として、金銭その他の利益を供与し、又はその申込み若しくは約束をしてはならない。｣と定めています。 

7  スモール・ファシリテーション・ペイメントとは、通常の行政サービスに係る手続の円滑化のための少額の支払いのことを指します。 

https://www.fsa.go.jp/news/r2/2021_amlcft_faq/2021_amlcft_faq.html
https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=595221018&Mode=0
https://www.nishimura.com/ja/newsletters/corporate-crisis-management_210331.html
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【2021 年 3 月 29 日】 

経産省・公取委、｢スタートアップとの事業提携に関する指針｣を策定 

https://www.meti.go.jp/press/2020/03/20210329004/20210329004.html 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2021/mar/210329.html 

 

 経済産業省及び公正取引委員会は、2020 年 11 月に公表した｢スタートアップの取引慣行に関する実態調査報告書｣の内容を

踏まえて、各種契約別の問題点及び独占禁止法上の考え方を示しています。なお、本ニューズレター2020 年 12 月 25 日号(｢公取

委、『スタートアップの取引慣行に関する実態調査報告書』を公表｣)をご参照ください。 

 

【2021 年 4 月 12 日】 

金融庁、｢金融事業者における顧客本位の業務運営のさらなる浸透・定着に向けた取組みについて｣ 

https://www.fsa.go.jp/news/r2/kokyakuhoni/202104/fd_2021.html 

 

 金融庁は、2021 年 1 月に｢顧客本位の業務運営に関する原則｣を改訂しましたが 8、本原則を採択する金融事業者は、その取組

方針に、上記原則 2～79に示されている内容ごとに、実施する場合にはその対応方針を、実施しない場合にはその理由や代替策

を、分かりやすい表現で盛り込むとともに、これに対応した形で取組状況を明確に示すことが求められています。 

 金融庁は、金融事業者が、上記のとおり顧客本位の業務運営の取組方針等に係る報告を行うに当たり、報告の方法を規定す

るとともに、取組方針等を明確に示している金融事業者を公表することとしました。これに加えて、上記取組方針等の記載内容に

つき、好事例分析に当たってのポイントを公表することにしました。 

 

【2021 年 4 月 14 日】 

公取委、クラウドサービス市場の実態調査を開始 

https://www.jftc.go.jp/houdou/teirei/2021/apr_jun/210414.html 

 

 公正取引委員会の事務総長は、定例会見において、デジタル・プラットフォーム事業者の取引実態に関する調査の一環として、

独占禁止法・競争政策上の論点を整理する観点から、クラウドサービスを対象に調査を開始することを公表しました。 

 

                                                   
8  ｢顧客本位の業務運営に関する原則｣の改訂版については、本ニューズレター2021年 1月 28 日号(｢金融庁、『顧客本位の業務運営に関する原則』

の改訂版を公表｣)をご参照ください。 

9  原則 2 は顧客の最善の利益の追求、原則 3 は利益相反の適切な管理、原則 4 は手数料等の明確化、原則 5 は重要な情報の分かりやすい提供、

原則 6 は顧客にふさわしいサービスの提供、原則 7 は従業員に対する適切な動機づけの枠組み等について定めています。 

https://www.meti.go.jp/press/2020/03/20210329004/20210329004.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2021/mar/210329.html
https://www.nishimura.com/ja/newsletters/corporate-crisis-management_201225.html
https://www.fsa.go.jp/news/r2/kokyakuhoni/202104/fd_2021.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/teirei/2021/apr_jun/210414.html
https://www.nishimura.com/ja/newsletters/corporate-crisis-management_210128.html


 

 

 

当事務所危機管理プラクティスグループは、経営責任追及が想定される重大な紛争・不祥事等の危機発生時の対応についてリーガルサービス

を提供しています。具体的には、(1)関係当局による調査・捜査への対応、(2)適時開示を含めた証券取引所対応、(3)監督官庁等の官公庁対

応、(4)マスコミ対応、に関する助言をするほか、国際的な案件では、外国法律事務所等との連携のもとに対応策を助言します。また、紛争・

不祥事発生の原因となった事実関係の調査をするとともに、対応策の一環として再発防止策の策定等を行います。これらの業務を遂行するに

当たっては関係当局での勤務経験を有する弁護士が関与することにより、実践的な対応を心がけています。危機予防的観点から、コンプライ

アンス・リスクマネジメント・内部統制に係る体制整備についての助言も行います。 

本ニューズレターは、クライアントの皆様のニーズに即応すべく、危機管理分野に関する最新の情報を発信することを目的として発行してい

るものです。 
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西村あさひ法律事務所 パートナー弁護士 

h.kimeda@nishimura.com 

主たる業務分野は、企業の危機管理・争訟。危機管理の観点からは、決算訂正問題やインサイダー取引事案、役

職員不祥事、情報漏洩案件、海外公務員贈賄案件、独禁法違反案件の対応等について種々の案件でアドバイス

している。争訟の観点からは、税務争訟や証券訴訟、会社争訟(責任追及訴訟、敵対的買収防衛)、独禁法関係争

訟等を手掛けている。なお、法令案・政策案の立案案件にも従事。 
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西村あさひ法律事務所 弁護士 

y.takabayashi@nishimura.com 

2013 年弁護士登録。入所以来、企業不祥事対応等の危機管理案件、訴訟案件、一般企業法務案件等に従事して

いる。危機管理分野では、情報漏洩案件、独禁法違反案件、金商法違反案件への対応等に携わっている。 
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西村あさひ法律事務所 弁護士 

a.nishida@nishimura.com 

2015 年弁護士登録。入所以来、企業不祥事対応等の危機管理案件、訴訟案件、一般企業法務案件等に従事して

いる。危機管理分野では、独禁法違反案件、制裁法違反案件、金商法違反案件への対応等に携わっている。 
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西村あさひ法律事務所 弁護士 

ke.matsumoto@nishimura.com 

2017 年弁護士登録。入所以来、企業不祥事対応等の危機管理案件、訴訟案件、一般企業法務案件等に従事して

いる。 
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